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コンパクトシティ・プラス・ネットワークの実現のためには，転居と住区特性の関係を把握することが

重要である．転居の理由としては，ライフステージの変化が多くを占めており，居住誘導の観点からも注

目される．本研究では，全国の都市を対象に転居時ライフステージごとの住宅地タイプ等の転居傾向及び

転居意向を把握することにより，居住誘導の検討に資することを目的とする．最近の住区特性データを用

いて住宅地タイプを分類するとともに，各世帯構成の転居時のライフステージを推定して分類した．そこ

から得られた転居時ライフステージ分類と住宅地タイプの関連性を分析するとともに，ライフステージご

との転居意向の傾向も把握できた． 
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1. はじめに 

 

(1) 背景・目的 

近年，集約型都市構造や公共交通指向型開発の重要性

が示され，世界各地でその導入が進んでおり，日本でも

国として「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」

へ舵を切ることが示された．これに伴い，2014年に都市

再生特別措置法の一部が改正され，各自治体は立地適正

化計画の中で都市機能誘導区域と居住誘導区域を計画し，

長期的視点に立った郊外地区から当区域への住民の転居

を誘導していくことが求められている．最近では，都市

の抱える諸課題に対して，ICT等の新技術を活用しつつ，

マネジメント（計画，整備，管理・運営等）が行われ，

全体最適化が図られる持続可能な都市または地域と定義

される広義のスマートシティの取組みも，「コンパクト

シティ・プラス・ネットワーク」を進める上での推進力

となることが期待されている1)． 

住民の転居は世帯単位で行われることが多く，また，

世帯構成員の進学，結婚，出産，退職などのライフイベ

ント，つまりはライフステージの変化にも大きく関連す

るものであり，転居の理由のおよそ7割がライフステー

ジの変化によるものである2)．そのため，ライフステー

ジを観点とした世帯ごとの居住誘導が求められている．

居住誘導を検討するためにはこの転居時のライフステー

ジ変化と住区特性の関連を明らかにすることが重要であ

る．この住区特性に関しては，長期間で土地利用規制も

変化したことが指摘されており3)，最近のデータを用い

て住宅地タイプを分類する必要がある． 

そこで本研究では，全国の都市を対象に転居時ライフ

ステージごとの住宅地タイプ等の転居傾向及び転居意向

を把握することにより，居住誘導の検討に資することを

目的とする．具体的には，最近の住区特性及び交通行動

のデータを用いて住宅地タイプを分類するとともに，各

世帯構成の転居時のライフステージを推定して分類する．

そこから得られた転居時ライフステージ分類と住宅地タ

イプの関連性を分析するとともに，ライフステージごと

の転居意向の傾向も把握する． 

 

(2) 既存研究のレビューと本研究の位置づけ 

過去にパーソントリップ調査等を個人単位で分析し，

世帯人数や世帯自動車保有を個人属性として考慮する研

究は多い．この世帯単位を考慮した居住地選択行動の研
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究は1980年代から土地利用・交通モデルで発展してきて

おり4) 5)，その延長としての集約型都市構造でも，この世

帯単位の考え方を用いる動きがある．ロジットモデルに

より人々の住み替え意向や居住地選択に影響を与える要

因を分析している研究6)の他，転居は考慮していないも

のの，人口分布と家族類型別世帯数を接続させている研

究7)，世帯構成員の意思決定を扱った研究8)もある． 

転居と地区特性の関係性を分析した研究には，交通行

動変化との相互依存関係に関する分析を行ったもの9)や，

転居前の交通行動と転居後の居住地指標の関係性につい

て分析したもの10)がある．全国の都市を対象とした研究

では，転居前後の交通行動変化の地区特性による違いを

比較・考察したもの11)や，車の利用削減のための情報提

供による転居前後の交通行動の変化を考慮した都市コン

パクト化施策のシナリオ分析を行ったもの12)もある．  

転居や交通行動に関して，ライフステージを扱った研

究としては，全国の地域間人口移動の特徴とライフステ

ージの関係について概観したもの13)や，世帯構成と世帯

構成員の年齢から世帯類型に分類し，居住立地モデルを

構築したもの14)などがある．中でも，転居時のライフス

テージの推定に関連するものに着目すると，世帯構成を

軸に分類したもの15)や，「世帯構成員の性別，年齢，就

業状況」といった属性から世帯構成員間の関係を推測し，

その組み合わせにより，フローチャート形式でライフス

テージへ分類したもの16)，世帯構成員の関係性から単身

世帯，核家族世帯，その他のの世帯構成に分類した後に

世帯構成員の性別や年齢によってライフステージに分類

したもの17)もある．このように，転居や交通行動に関し

て，ライフステージを扱った研究では，世帯構成に加え

て，世帯構成員の性別や関係性，年齢を用いてライフス

テージの分類を行う傾向がある． 

世帯単位や世帯を考慮した個人単位で転居や交通行動

の各々の関係性を分析する研究はこれまでなされてきた

が，世帯単位でライフステージと転居や地区特性を結び

つけた一体的な研究はいまだなされていない．本研究で

は，ライフステージごとの転居時住宅地タイプ変化や転

居傾向を把握することで，拠点周辺への住民の居住誘導

施策における実用的な検討材料とすることができる． 

 

 

2. 研究方法 

 

(1) 使用データ 

本研究では，全国の都市を対象にライフステージごと

に世帯を分類するため，各世帯や世帯構成員の交通や転

居に関する情報が必要となる．そこで，都市の基礎的な

交通特性を把握するとともに，全国の交通特性等を比較

分析し，今後の都市交通政策の展開方向を検討するため

の基礎資料を得る目的で行われている交通調査である全

国都市交通特性調査（旧全国パーソントリップ調査：以

下，全国PT調査）を使用した．当調査はこれまでに，

1990年（第1回），1995年（第2回），2000年（第3回），

2005年（第4回），2010年（第5回），2015年（第6回）と

計6回実施されている．分析には最新の第6回調査のデー

タを用いることが望ましいが，転居前の住所が不明であ

るため，本研究では主に第5回全国PT調査の世帯票・個

人票の平日データと都市交通に関する意識調査票データ

を使用することとする．当調査は都市調査と町村調査に

分かれており，全国70都市と60町村を対象に，１都市あ

たり500 世帯・1 町村あたり50 世帯を対象に抽出し，約3

万8千世帯から回答を得ている．世帯抽出の際に住民基

本台帳を基に約30の地区（合計300世帯を満たす町・丁

目レベル）をランダムサンプリングしているため，調査

区画の選定方法に偏りがない．  

住宅地タイプ分類の分類条件に用いる住区特性データ

は，全国PT調査に付随した住区特性調査は行われなか

ったため，独自に整備する．まず，人口密度には，国勢

調査小地域統計のデータを用いる．全国PT調査の調査

区画と町丁目の単位が必ずしも一致せず，コードでの対

照も困難であったため，名称で一致させた後，全国PT

調査の調査住区に対応して丁目から町や字へ集計する．

名称で両データの対応が確認できない住区は，分析対象

から除外する．次に，土地利用規制については，国土数

値情報の用途地域データ，都市地域データの市街化調整

区域，行政区域データを用い，GISを用いて3つの地図を

重ね合わせることで，各土地利用規制の面積割合を計算

する．ただし，国土数値情報の都市地域データにおいて，

市街化調整区域等の細区分については，参照した土地利

用基本計画でも参考表示の扱いであり精度は保証されて

いないため，用途地域データと重なった場合は，用途地

域データを基準にして市街化調整区域の面積も再計算し

て面積割合を算出する．また，最寄り駅への距離につい

ては国土数値情報の鉄道時系列データを用い，該当住区

の重心と各鉄道駅の経緯度を計算することで，最短距離

を求める．都心への距離については国土数値情報の地価

公示データを用い，該当住区の所属都市において最も公

示地価の高い地点を都心と定義し，該当住区の重心と都

心の経緯度から距離を計算する．該当住区のポリゴンデ

ータには，統計GISの境界データを使用する．国土数値

情報のデータ作成年度が最も近いものとして，用途地域

データ，都市地域データ，鉄道時系列データは2011年度，

行政区域データ，地価公示データは2010年度のものを使

用し，2010年と2011年で大きな変化はないと仮定する．

本研究では，第5回全国PT調査の都市調査の対象である

70都市（東京を除く）の2,100調査区のうち，国勢調査及

び国土数値情報の調査区名や調査町丁目単位と異なり対
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応がとれない調査区を除き，最終的に69都市の1,735調査

区を分析対象とする． 

 

(2) 住宅地タイプの分類方法 

住宅地タイプは，住区が所属する都市の特性を表す都

市タイプ（表-1）で大きく分類した上で，各住区特性と

交通環境負荷指標である自動車燃料消費量との関連を分

析して分類する．自動車燃料消費量の推計にあたっては，

個人の自動車移動距離と自動車旅行時間を基に推計する

方法18)を用いる．分類条件には，既存研究19)でも最も自

動車利用に影響があるとされており自動車燃料消費量と

強い相関が見られた人口密度と，それ以外でも自動車燃

料消費量との相関の高い最寄り駅への距離のほかに，都

市内での地理的位置を示す要素として重要な都心への距

離，土地利用・建物立地をコントロールする要素として

政策検討の際に重要な土地利用規制も加え，表-2に示す

住区特性を採用する．これらの住区特性を用いて図-1に

示す方法で分類する．最終的に表-3，表-4に示す住宅地

タイプを設定した．なお，住宅地タイプ番号は，交通環

境負荷についての議論をわかりやすくするため，1人1日

自動車燃料消費量が大きい順に並べて番号を設定してい

る． 

 

(3) ライフステージの推定方法 

本研究では，転居時のライフステージを世帯の分類と

して用いる．使用データである全国PT調査にはライフ

ステージが記載されていないため，各世帯の転居した際

のライフステージを推定する必要がある．ライフステー

ジを推定する既存研究を参照すると，使用データとして，

「世帯構成員の関係性」，「世帯構成員の年齢」，「世

帯構成員の就労状況」などが用いられている13)-17)． 

本研究において，転居時ライフステージの推定に使用

する項目は，「世帯構成員と世帯主との関係」，「世帯

構成員の年齢」，「現在の住まいでの居住年数」の3項

目である．「世帯構成員の年齢」は調査が行われた2010

年10月1日現在で記入されており，「現在の住まいでの

居住年数」は，既往研究ではライフステージの推定に用

いられていないが，本研究では転居時のライフステージ

の推定が必要であるため，転居した際の世帯構成員の年

齢の把握のために用いることとする． 

まず，世帯構成や転居時のライフイベントが不明であ

るため，「世帯構成員と世帯主との関係」と「世帯構成

員の年齢」を用いて，現在の世帯構成を明らかにする． 

最初に，国勢調査や家計調査で用いられる分類とサン

プル数の確保を考慮し，「世帯人数」と「世帯主との関

係」の2項目を用いて，「単身世帯」，「夫婦のみ世

帯」，「夫婦と子供世帯」の3つの世帯構成に分類する．

ここで，分析対象の世帯は，就学や就職により「単身世

表-1 都市タイプの分類条件 
 中心都市 衛星都市・地方都市 

大都市
圏 

大都市圏中心都市
(Central City in Metropolitan 
Area: CM) 
政令指定都市あるいは 
人口100万人以上の都市 

大都市圏衛星都市
(Satellite City in Metropolitan 
Area: SM) 
三大都市圏に定義される
都市で中心都市の条件を
満たさない都市 

地方 
都市圏 

地方中心都市 (Central 
City in Local Area: CL) 
県庁所在地あるいは 
人口15万人以上の都市 

地方都市 (Local City in Lo-
cal Area: LL) 
三大都市圏以外の都市
で中心都市の条件を満た
さない都市 

 
 

表-2 住宅地タイプの分類条件 
分類条件 区分 略称 

人口密度 

50人/ha未満  
50人/ha以上100人/ha未満  
100人/ha以上150人/ha未満  
150人/ha以上  

土地利用
規制 

(土地規制) 

市街化 
調整 
区域等 

25％以上50％未満 UCA-1 
50％以上75％未満 UCA-2 
75％以上 UCA-3 

住宅系 

低層住宅 
専用地域 

90％以上 LR-1 
60％以上90％未満 LR-2 

中高層住宅 
専用地域 

90％以上 HR-1 
60％以上90％未満 HR-2 

住居地域 60％以上 RG 

商業系 
近隣商業地域 60％以上 CN 
商業地域 60％以上 CC 

工業系 
準工業地域 60％以上 IL 

工業地域・工業専用地域 60％以上 II 

混在 
住区 

住宅系用途の指定割合が最大 M-R 
商業系用途の指定割合が最大 M-C 
工業系用途の指定割合が最大 M-I 

住宅系・商業系混合住区 RCM 
都市計画区域外の指定割合が最大 NCP 

交通条件 
最寄り駅への距離 

(駅距離) 
1km未満  
1km以上  

都心へ 
の距離 

(都心距離) 

1.6km以内  
1.6km超 5km以内  
5km超  

 

 
図-1 住宅地タイプの分類方法 

 

都市タイプ、土地利用で分割

全ての住区

Corre.燃料.人口密度
Corre.燃料.都心への距離
Corre.燃料.駅への距離
有意性を判断(*1)

最も相関の大きい住区特性を
分類条件1とする

分類条件1の全ての区分の平均
燃料消費量を計算

グループ分け（*2）

全
て
の
グ
ル
ー
プ
に
対
し
，

同
じ
方
法
で
分
類
条
件
2
，
3
を
選
定

終了
相関なし

相関あり

*1 R検定の有意水準を0.05とする
*2 ①燃料消費量の差が120以上：分割（サンプル数25以上），
統合（サンプル数25未満）
②燃料消費量の差が120未満：分割（住区数10以上かつ人口
600人以上かつ燃料差80以上），統合（その他）
③相関性が有意水準0.01を満たしている場合は、他の条件に
かかわらず分割
④散布図で差が見られサンプル数2,000以上の場合は分割
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帯」として独立し，配偶者との結婚を経て，「夫婦のみ

世帯」になり，その「夫婦のみ世帯」から出産を経て

「夫婦と子供世帯」になった後，子供が独立することに

より，「夫婦のみ世帯」に戻り，最終的に配偶者と死別

し「単身世帯」に戻ると前提を置く．50歳までの生涯未

婚率は2016年現在で男性は25%であり20)，2010年で6.4%

の夫婦世帯が子供を産まない21)ことから，70.2%の国民

が生涯でこの順番に世帯構成を経験することになる．夫

婦のみ世帯については，「出産前の世帯」と「子の独立

後の世帯」に分類するために，平均的な子が独立する際

の世帯主の年齢を参照する．長子の離家時の平均年齢は

21.9歳2)であり，20年前の長子出産の際の夫の平均年齢で

ある27歳20)を足すと，現在子供の独立を経験している世

帯主の年齢は，およそ50歳と推測することができる．そ

こで，世帯主年齢が50歳以上で「子の独立後の世帯」，

50歳未満で「出産前の世帯」とすることにする． 

次に，それぞれの世帯構成において，転居時に経験し

たであろうライフイベントを「世帯構成員の年齢」と

「世帯構成員の就業状況」を用いて設定し，現在の世帯

構成と転居時のライフイベントを用いて，各世帯をライ

フステージに分類する．ここで，ライフイベントとは，

人生上の出来事を言い，個人の人生パターンの指標，あ

るいはその変化を規定するもののことであり22)，多くの

場合，このライフイベントによってライフステージの変

化が起こると言える．転居の理由になりえるライフイベ

ントには，就学，就職，結婚，出産，子育て，教育，退

職，子の独立，死別がある23)．この中から，先に分類し

た現在の世帯構成ごとに経験したであろうライフイベン

トを仮定し，その際の平均年齢や判別可能性を考慮して

絞り込みと分類の統合を行い，最終的に表-5の通り転居

時ライフステージを設定した． 

 

 

3. 研究結果と考察 

 

(1) 住宅地タイプと転居時ライフステージの関係 

図-2は，300世帯以上サンプル数がある住宅地タイプ

において転入してくるライフステージの割合を示したも

のである．これを見ると，それぞれのライフステージの

割合は，住宅地タイプによって一様でなく，地区の特色

によって集まるライフステージが異なる傾向があること

が分かる．これは，それぞれのライフステージにおいて，

居住地選択において求める要素が異なっており，それが

反映されていると思われる．中でも，CM9，SM13，CL6，

LL3のように市街化調整区域の割合が高い住宅地タイプ

には，子育て・教育を機に転居し現在は夫婦のみ世帯で

あるLS6が転入してきた割合が高く，過去にどの都市タ

イプでも郊外への転居が起こったことが窺える．一方，

表-4 住宅地タイプの分類結果（地方圏） 

 
 

表-3 住宅地タイプの分類結果（大都市圏） 

 

 

住宅地
タイプ

土地利
用規制

人口
密度

都心
距離

駅距
離

住宅地
タイプ

土地利
用規制

人口
密度

都心
距離

駅距
離

CL1 UCA-1 5~ LL1 HR-1

CL2 UCA-3 1~ LL2 LR-2 5~

CL3 M-R 5~ LL3 UCA-3

CL4 M-I 1~ LL4 NCP

CL5 HR-1 5~ LL5 UCA-2

CL6 UCA-2 LL6 LR-2 1.6~5

CL7 RCM 1.6~ LL7 UCA-1

CL8 NCP LL8 M-I

CL9 LR-2 LL9 CN 1~

CL10 UCA-3 ~1 LL10 LR-1 50~150

CL11 LR-1 LL11 M-R

CL12 HR-2 1.6~ 1~ LL12 RCM

CL13 UCA-1 1.6~5 LL13 GR ~50

CL14 IL LL14 M-C

CL15 M-I ~1 LL15 GR 50~100

CL16 HR-1 ~5 ~1 LL16 IL

CL17 HR-2 ~1.6 ~1 LL17 CC

CL18 II LL18 HR-2

CL19 RCM ~1.6 LL19 CN ~1

CL20 M-C ~100 LL20 LR-2 ~1.6

CL21 M-R ~5 LL21 LR-1 ~50

CL22 CC 1.6~5

CL23 CN

CL24 HR-1 ~5 ~1

CL25 GR

CL26 CC ~1.6

CL27 UCA-1 ~1.6

CL28 HR-2 1.6~5 ~1

CL29 M-C 100~150

住宅地
タイプ

土地利
用規制

人口
密度

都心
距離

駅距
離

住宅地
タイプ

土地利
用規制

人口
密度

都心
距離

駅距
離

CM1 NCP ~50 SM1 LR-2 5~

CM2 M-I ~50 SM2 GR ~100

CM3 GR ~50 SM3 UCA-3 5~

CM4 UCA-1 ~50 SM4 NCP 1~

CM5 LR-2 SM5 HR-2 ~150 5~

CM6 NCP 50~150 SM6 II 1~

CM7 M-I 50~150 SM7 UCA-1 ~50 5~

CM8 M-C 100~ SM8 HR-1 50~100

CM9 UCA-1 50~100 1~ SM9 IL 100^150

CM10 M-R ~150 SM10 M-R ~100 1~

CM11 GR 50~150 SM11 UCA-3 ~5 1~

CM12 UCA-3 SM12 IL ~50

CM13 RCM ~150 SM13 UCA-3 ~5 ~1

CM14 II SM14 CN ~50

CM15 HR-1 SM15 GR ~50

CM16 HR-2 5~ SM16 NCP ~100 ~1

CM17 UCA-2 SM17 RCM 1~

CM18 CC ~100 ~5 SM18 UCA-2 1~

CM19 CC 100~150 SM19 HR-2 ~150 1.6~5

CM20 LR-1 1.6~ SM20 M-I ~150

CM21 HR-2 1.6~5 SM21 HR-1 100~

CM22 IL SM22 UCA-2 ~1

CM23 GR 150~ SM23 M-R ~100 ~1

CM24 CN 50~ SM24 UCA-1 50~100

CM25 UCA-1 50~100 ~1 SM25 II ~1

CM26 RCM 150~ 1~ SM26 LR-1 ~5

CM27 M-R 150~ SM27 M-R ~100 ~1

CM28 RCM 150~ ~1 SM28 LR-2 ~5

CM29 CC 150~ SM29 RCM ~100 ~1

CM30 CC ~100 5~ SM30 GR 100^

CM31 M-I 150~ SM31 HR-2 ~150 ~1.6

SM32 CN 50~100

SM33 M-C

SM34 CC

SM35 CN 150~

SM36 HR-2 150~

SM37 RCM 100~ ~1

SM38 M-R 100~150

SM39 NCP 100~150 ~1
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CM15，SM21，SM31，SM36，LL18のような中高層住宅

専用地域の割合が多い住宅地タイプには，就学・就職や

退職・死別を除いたその他の理由で転入してきた単身世

帯LS1の割合が高いことから，転勤等で転居する単身世

帯は比較的高密度な住区に転入する傾向がある． 

図-3は，転居前後の住宅地タイプが同じ世帯と異なる

世帯の割合を示したものである．住宅地タイプが100以

上あるのに対して，転居前と全く同じ住宅地タイプに転

居する世帯が54％と半分以上を占めている．このうち，

同じ地区内での転居をした世帯は0である．これは，多

くの世帯が住所は変えるものの住環境は変えたくない意

向を持っていることを示しており，居住誘導に関しても，

このような人間の心理を利用する必要がある． 

この同じ住宅地タイプへ転居するという傾向が，一部

のライフステージによるものなのか，それとも全体的な

傾向と言えるのかの確認を行った．図-4は，同じ住宅地

タイプに転居した世帯におけるライフステージの構成と

全体におけるライフステージの構成を示しているもので

ある．LS3で少し割合が異なるが，他のライフステージ

では，全体と比べ値はほぼ同一である．つまりは，同じ

住宅地タイプに転居する傾向は，特定のライフステージ

だけでなく，全体での傾向であり，どのライフステージ

においても一定数は，住所は変えるものの住環境は変え

たくない意向を持っていることが言える．ゆえに，なる

べく初期のライフステージにおいて居住誘導区域への転

居の誘導を行うべきと考えられる． 

図-5は，都市タイプ別の転入したライフステージの割

合を示しており，転居を頻繁にするLS2のようなライフ

ステージの割合が相対的に大きくなっている．それぞれ

のライフステージについて見てみると，就学・就職を機

に転居した単身世帯であるLS1では，CMやCLといった

圏内での中心都市において割合が高くなっている．同様

にLS2ではCMで割合が高くなっており，生産年齢であ

る単身世帯においては大都市に転居する傾向がある．一

方，LS7やLS8，LS9といった結婚や出産を機に転居した

世帯では，CMの割合は低く，SMで高くなっている．ま

た，子育てを機に転居した夫婦と子供世帯であるLS10

では，LL，CL，SM，CMの順番で割合が高くなってお

り，地方にいけばいくほど，このライフステージでの転

居が多いと言うことができる． 

 

(2) 転居時ライフステージ別の転居意向 

第5回全国PT調査の問9の(5)にある“現在のお住まい

を選ぶ際に，住みたい地域として①～⑧をどの程度考慮

しましたか?”という問いに対して，回答者はこれらの

各項目に5段階評価で回答する．各項目とは，①都心・

副都心やそれに近接する地域 (都心)，②商店街やそれに

近接する地域 (商店街)，③郊外のショッピングセンター へ行きやすい地域 (郊外)，④緑や自然が豊かな地域 (緑)，

表-5 設定した転居時ライフステージとその分類条件 

ライフ
ステー
ジ 

現在の世帯構成 
転居時のライフ
イベント 

判別条件 
世帯
数 

LS1 

単身世帯 

就学・就職 Ah < 22 622 

LS2 その他 22 ≤Ah< 60 7725 

LS3 退職・死別 60 ≤ Ah 499 

LS4 

夫婦
のみ
世帯 

子供の
独立を
経た世
帯 

結婚・出産 Ah < 30 313 

LS5 子育て・教育 30 ≤Ah< 60 3125 

LS6 退職・子の独立 60 ≤ Ah 391 

LS7 
出産前
の世帯 

結婚 Ah < 30 741 

LS8 

夫婦と子供世帯 

結婚 Ac < -1 565 

LS9 出産  -1 ≤Ac< 4 934 

LS10 子育て 4 ≤Ac< 12 1289 

LS11 教育 12 ≤Ac< 22 425 

LS12 退職・子の独立 22 ≤ Ac 230 

Ah: 転居時の世帯主年齢  
Ac: 転居時の長子年齢    

 

 
図-2 住宅地タイプ別の転入世帯ライフステージ割合 

 

 

図-3 同じ住宅地タイプに転居する世帯の割合 
 

 

図-4 同じ住宅地タイプに転居する世帯と全体におけるライフス
テージの割合 
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⑤駐車場の確保がしやすい地域 (駐車場)，⑥鉄道・バス

が便利な地域 (鉄道)，⑦徒歩や自転車の移動範囲で日常

生活の用事が済む地域 (徒歩)，⑧自動車で移動しやすい

地域 (自動車)である．この各項目のライフステージごと

の平均値の計算を行った結果を図-6～図-9に示す． 

全体的に，徒歩や鉄道では，全体的に平均値が高くな

っており，転居において重要視される傾向がある．一方，

都心や郊外といった項目は全体的に平均値が低く，そこ

まで重要視されていない．また，都市圏と地方圏を比較

してみると，都市圏では，鉄道や徒歩の項目が高く，地

方圏では自動車や駐車場といった項目で高く，異なる交

通条件の転居地をそれぞれで選んでいることが分かる．

ただ，緑の項目では，地方圏の方が低く出るなど，もと

もと緑豊かな地方圏に転居する世帯では，逆にそこまで

意識をしていないことが分かる． 

転居意向において特に特徴が出たのが単身世帯であり，

LS1では徒歩で非常に高い値を取っている一方で，ほか

の項目は低くなっており，就学・就業を機に転居した単

身世帯は，日々の生活が徒歩圏内で済むような居住地を

望んでいると考えられる．また，退職・死別を機に転居

した単身世帯LS3では同様に自動車に頼らないものの，

LS1と異なり，商店街や鉄道の項目で高いなど，より

TODの拠点に近い転居意向を持つ傾向がある．結婚を機

に転居した夫婦と子供世帯であるLS8では，LS1と同じ

く若い世帯にもかかわらず，徒歩の平均値が低く，自動

車の平均値が高くなっており，世帯構成によって転居先

に望む交通条件が異なることが分かる．ライフイベント

別に見ると，退職や子の独立を機に転居した世帯である

LS3やLS6，LS12では，商店街や緑，鉄道，徒歩の項目

で高い値を取っており，世帯構成に関わらず，ライフイ

ベントで共通する項目もある．夫婦と子供世帯において

はLS12を除いて，ほとんどの項目で平均的な値をとる

ことが多く，この世帯構成では，全体的にすべてをある

程度望む傾向がある． 

 

 

4. おわりに 

 

本研究では，転居時ライフステージごとの住区特性や

転居意向の関連分析を行うことで，立地適正化計画の施

 
図-5 都市タイプ別の転入したライフステージの割合 

 

 

 

図-6 全体及び都市圏・地方圏の転居意向の平均値 
 

 

図-7 単身世帯におけるライフステージ別の転居意向の平均値 
 

 

図-8 夫婦のみ世帯におけるライフステージ別の転居意向の平均
値 

 

 

図-9 夫婦と子供世帯におけるライフステージ別の転居意向の平
均値 

 

1
2
3
4
5
都心

商店街

郊外

緑

駐車場

鉄道

徒歩

自動車

全体

1
2
3
4
5
都心

商店街

郊外

緑

駐車場

鉄道

徒歩

自動車

大都市圏

1
2
3
4
5
都心

商店街

郊外

緑

駐車場

鉄道

徒歩

自動車

地方圏

1
2
3
4
5
都心

商店街

郊外

緑

駐車場

鉄道

徒歩

自動車

LS1

1
2
3
4
5
都心

商店街

郊外

緑

駐車場

鉄道

徒歩

自動車

LS2

1
2
3
4
5
都心

商店街

郊外

緑

駐車場

鉄道

徒歩

自動車

LS3

1
2
3
4
5
都心

商店街

郊外

緑

駐車場

鉄道

徒歩

自動車

LS5

1
2
3
4
5
都心

商店街

郊外

緑

駐車場

鉄道

徒歩

自動車

LS4

1
2
3
4
5
都心

商店街

郊外

緑

駐車場

鉄道

徒歩

自動車

LS6

1
2
3
4
5
都心

商店街

郊外

緑

駐車場

鉄道

徒歩

自動車

LS7

1
2
3
4
5
都心

商店街

郊外

緑

駐車場

鉄道

徒歩

自動車

LS8

1
2
3
4
5
都心

商店街

郊外

緑

駐車場

鉄道

徒歩

自動車

LS9

1
2
3
4
5
都心

商店街

郊外

緑

駐車場

鉄道

徒歩

自動車

LS10

1
2
3
4
5
都心

商店街

郊外

緑

駐車場

鉄道

徒歩

自動車

LS11

1
2
3
4
5
都心

商店街

郊外

緑

駐車場

鉄道

徒歩

自動車

LS12

第 59 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 7 

行に伴う居住誘導の検討材料を提供することができた． 

新たに近年の住区特性データを用いて住宅地タイプを

分類し，推定した転居時ライフステージ変化との関係を

分析した結果，転居前と全く同じ住宅地タイプに転居す

る世帯が54％と半分以上を占めることが明らかになった．

ライフステージ別に見てもその傾向は変わらず，全世帯

共通で，住所は変えるものの住環境は変えないと言える．

ゆえに，なるべく初期のライフステージにおいて居住誘

導区域への転居の誘導を行うことが重要である． 

ライフステージ別に見ると，単身世帯，特に就学・就

職を機に転居をしたLS1では，CMやCLのような各都市

圏の中心都市の中で，日々の生活が徒歩圏内で済むよう

な居住地を望むものの，住宅地タイプ番号が小さい，つ

まり自動車燃料消費量の多い住宅地タイプへ転居した割

合が高い．より居住誘導区域内に転居を促すためには，

金銭や環境といった外部要因を整備することが求められ

る．これに対し，転勤等を機に転居したと考えられる単

身世帯LS2は，LS1と同様の転居意向でも実際に高密度

な住宅地タイプへの転入を実現できており，策を講じな

くても居住誘導区域との親和性が高いと考えられる．た

だし，LS1，LS2ともにライフステージの早期で住居が

賃貸契約のケースが多いため，転居後の居住区間は短い

と考えられ，短期的な視点でのターゲットと言える． 

退職や子の独立を機に転居した世帯であるLS3やLS6，

LS12では，商店街や緑，鉄道，徒歩の利便性を求める

傾向にある．拠点へ病院や福祉施設のような都市機能を

誘導・運用していくことや，居住誘導区域内の空き家対

策と連動して，居住誘導を図っていくことが重要だと考

えられる．中心部への転入誘導策の中でも，ソフトウェ

アによるものとしては，例えば，金沢市のまちなか定住

促進条例や富山市の公共交通沿線居住推進事業によって，

中心部などでの新築住宅取得・中古住宅購入及び改修な

どへの補助金が試みられている24)が，ライフステージに

も着目してターゲットを絞ることが有効だと考えられる． 

一方，夫婦と子供世帯においてはLS12を除いて，ほと

んどの項目で平均的な値をとることが多く，この世帯構

成では，すべての要素がある程度揃っていることを望む

傾向がある．結果として，SM11，CL6，LL3のような市

街化調整区域割合の高い住宅地タイプに転居した世帯が

多いが，他の都市タイプと比べれば中高層住宅専用地域

割合の高いLL1にも転居できていることから，金銭的な

制約で郊外を選択せざるをえない都市タイプもあると推

察される．これらの世帯には特に長期居住を促すことが

重要であると考えられ，居住誘導施策の中でも，例えば

土浦市のような地元の銀行と提携した中心部への住み替

えローン提供が有効と考えられる．その一方で，既に郊

外に転居した世帯に対しては，郊外部での撤退をねらう

移転促進策として，病院や学校といった郊外部の施設の

撤退や地域による公共料金の差別化などが挙げられる24)．

これらの施策を組み合わせて，多くの世帯を居住誘導区

域への転居につなげることが重要である． 

今後の課題としては，2015年の全国PT調査における転

居することの障害について等の回答結果と組み合わせて，

転居できない理由を明らかにすることが挙げられる． 
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